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1 はじめに
自治体は、日本語を母語としない外国人住民に対し
ても、生活や命に関わる情報を、正確かつ効率的に提
供することが求められる。コスト・時間的な制約から、
人手による高品質の翻訳文書を網羅的に用意するこ
とは難しく、機械翻訳（MT）を導入する自治体ウェ
ブサイトが増えている。これまで、MTの品質向上を
目指して、起点テキストの言語表現に一定の制約をか
ける制限言語（Controlled Language: CL）や前編集
（Pre-editing）のアプローチから研究が進められてき
ている [1] [2] [3]。井佐原らは、MTを用いた産業文書
の多言語展開を支援するために、用語レベル、文章レ
ベル、文書レベルでのアプローチが重要であるとし、
とりわけ翻訳に適した文書構造に関する議論が不足し
ていることを指摘している [4]。現実の運用場面を見
据えてMTをはじめとした言語処理技術を活用するた
めには、テキスト内の言語表現をフラットに扱うので
はなく、文書構造上の位置と対応づけて処理・翻訳す
ることが求められる。
加えて、このような高度な言語処理技術の活用を支
援するためのシステム環境を併せて提示することが重
要である。例えば、制限言語チェッカーなどのツール
はいくつか提案・実用化されてはいるものの [5] [6]、
文書構造にまで踏み込んだ多言語文書作成に関する統
合的なシステム環境はあまり提案されていない [7]。
本研究では、とりわけ住民のニーズが高いと考えら
れる、自治体手続き型文書1を暫定的に対象として、文
書構造から言語表現を捉えた執筆支援方略を検討し、
文書作成と多言語展開を統合的に支援するシステム環
境を提案する。

2 文書構造の定式化
2.1 自治体手続き型文書の機能構造
文書構造と一言に言っても、章・節・段落や見出しと
いったテキストの論理的構造やHTMLで定義されるよ
うなマークアップ構造が想定されるが、ここでは、例
えば学術論文に広く見られる IMRAD (Introduction,

1「転出届」「在留期間の更新」など、自治体における各種の届
出や申請に関する文書が含まれる。

Methods, Results And Discussion) 型式のような、特
定の文書ジャンルにおいて広く観察される修辞的・機
能的な構造（機能構造）にまず焦点を当てる。自治体
手続き型文書に関してはこのような構造が明示的に提
示されていないため、ジャンル研究におけるテキスト
の修辞的構成の分析 [8] [9]や神門の提唱する機能構造
分析 [10]を参考に、一定の構造を取り出す作業からは
じめた。自治体国際化協会2、新宿区3、浜松市4のウェ
ブサイトから、合計 123の自治体手続き型文書を収集
し、1点 1点分析しながら、手作業で機能的な要素を
洗い出した。さらにそれらを手続きの時系列に沿って、
階層的に配置しながら、機能構造を整理した（図 1）。

2.2 DITAへのマッピング
以上のように定義した機能構造は、あくまで「自治
体手続き型文書では、これまでどのような内容（機能
要素）が書かれてきたか」について簡単な階層関係を導
入しながら網羅的に書き下したものであり、実際の文
書作成と多言語展開の場面に生かすためには、より具
体的に文書構造として定式化する必要がある。しかし
先述したように、自治体手続き型文書に関する合意の
とれた構造は十分明らかになっておらず、依然として
自治体の文書作成者の裁量に任されがちである。そこ
で、技術情報の執筆・出版の標準規格として実績のある
DITA (Darwin Information Typing Architecture)5を
導入し、その形式に自治体手続き型文書の機能構造を
マッピングすることで、文書構造の定式化を試みた。
とりわけ、自治体手続き型文書の構造と親和性が高い
と考えられる、操作手順を記述するためのDITA「タ
スク・トピック」に対して、図 1の機能構造の各要素
をマッピングした（表 1）。DITAが主に想定してい
る製品マニュアルでの操作タスクと、自治体の手続き
タスクが、「特定の対象の、特定の初期状態が、一連
の行為ステップを経ることで、別の状態に変化する」
という点で共通しているため、一部配置を換えながら
も、無理のないマッピングを実行できた。

2多言語生活情報, http://www.clair.or.jp/tagengo/
3生活情報, http://www.city.shinjuku.lg.jp/foreign/

japanese/guide/index.html
4カナル・ハママツ, http://www.city.hamamatsu.shizuoka.

jp/hamaj/index.html
5DITA XML.org, http://dita.xml.org/
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B53. インターネット
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B5. 媒体・手段

C1. 選考・諾否
C2. 所要期間
C3. 終了条件
C4. 効力
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D2. 関連手続き
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A. 手続き前

D. 参考情報
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B. 手続き

図 1: 自治体手続き型文書の機能構造

3 言語表現のコントロール
3.1 制限言語ルールの作成
筆者らはこれまで、テクニカルライティングの知見
を集約しながら、起点テキスト（日本語）の読みやす
さを保ちつつ、かつ MTの品質を改善するための制
限言語ルールを構築してきた。ルールの構築と評価実
験については別途報告しており [11] [12]、ここでは詳
細を省略するが、文長の制限、箇条書きの使い方、修
飾関係の明確化、二重否定の回避といった主に文法・
構文・スタイルレベルの言語表現の制限項目を 22種
類定義している。また愛知県豊橋市のウェブサイトか

表 1: DITAマッピングの結果（一部省略）
DITAタスク本文 機能構造
事前条件（prereq） 「A2. 対象者」「A3. 開始条

件」「A4. 申請時期」「A5.
事前準備」

背景情報（context） 「A1. 手続きの説明」「A6.
関連概念の説明」「D1. 問
い合わせ先」

手順（steps）
　操作 1（step） 「B12. 持ち物」を用意する
　操作 2（step） 「B2. 申請者」を指定する
　操作 3（step） 「B3. 申請先」に行く
　操作 4（step） 「B11. 申請書類」を書く
　操作 5（step） 「B12. 持ち物」と「B11.

申請書類」を提出する（必
要に応じて「B4. 手数料」
を指示する）

期待結果（result） 「C1. 選考・諾否」「C2. 所
要期間」「C31. 支払いの
有無」「C32. 通知の有無」
「C33. 受け取りの有無」

実行例（example） 該当なし
タスク完了後の操作
（postreq）

「C34. 事後手続き」「C4.
効力」「D2. 関連手続き」

ら抽出したセンテンスを対象とした定量的な評価実験
により、各ルールの効果を検証した。テクニカルライ
ティングの知見を応用したことで、日本語の読みやす
さの大幅な向上が達成された一方で、MTの精度は部
分的な向上に留まった。言語表現の操作のみによるア
プローチの限界が示唆され、文書構造に応じたルール
の精緻化とチューニングの必要性が明らかになった。
例えば、DITAの「手順（steps）」要素では、日本語文
の文末を動詞形に揃えるように制約をかけることで、
原文のスタイルを統一できるだけでなく、MTでは命
令形を使って訳す、といった指定が可能となる。この
他にも、機能構造の「A3. 開始条件」「A4. 申請時期」
要素のように、「～してから～日以内に～しなければな
りません」といった形で構文パターンを明確に定義し
やすい文書構造では、あらかじめ厳密な制限言語ルー
ルを規定することが有効かつ可能である。

3.2 多言語用語集の整備
自治体ウェブサイトの文書には、地名や施設名の他
に「外国人登録（alien registration）」や「公共職業安
定所（Public Employment Security Office）」といっ
た自治体固有の表現、「最低賃金法（Minimum Wage
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Law）」といった法律用語が含まれている。起点テキ
ストにおいても、目標テキストにおいても、一貫して
的確にこれらの用語を使用する必要がある。執筆者に
よる適切な用語の検索と選択、そしてMTによるそれ
らの用語の正確な訳し分けを担保するためには、統制
された多言語用語集の整備が不可欠である。さらに、
文書構造に応じて、用語リストを定義することも有効
だろう。例えば、自治体手続きにおいて必要な「B12.
持ち物」は、全て列挙したとしても、一定の範囲で抑
えることができるように、あらかじめ文書構造の側か
ら部分言語的に用語リストを定義しておくことで、効
率的な用語検索が可能となる。
このような正確な訳出や文書構造に応じた用語検索
を実現するために、抽出した用語の出自となる文脈情
報（どの文書のどの部分で使われているか）をなるべ
く保持することが必要である。本研究では、日英の対
訳用語に対して、「主題6」「表示構造上の位置づけ（本
文／見出し／図表）」「かな読み」「ローマ字読み」を
付与した上で、文書構造に応じた用語リストも構築し
ていく予定である。

4 システムの概要
これまで整理してきた文書構造と言語表現の要件を
満たした形で多言語文書作成を支援するシステム環境
について述べる（図 2参照）。
構造化文書テンプレート 定式化した自治体手続き型
文書の文書構造を穴埋め式のテンプレートとしてあら
かじめ用意しておくことで、執筆者は必要な要素を漏
れなく、記述することが可能である。また、各要素の
入力ボックスに応じて、制限言語ルールや用語リスト
の詳細な定義が可能である。なおDITAに則り、表 1
に加えて、以下の要素をテンプレートに組み込んだ。

• タイトル（title）
• トピックの簡単な説明（short description）
• メタ情報（prolog）

– 執筆者氏名（author）
– 責任部署（publisher）

制限言語チェッカー 構造化文書テンプレートの各入
力ボックスに文章を記述すると、制限言語ルールに違
反した箇所をアラート表示するチェッカー機能を実装
した（図 2）。アラートと併せて、一部書き換え案を提
示することで、執筆者はインタラクティブに書き換え
を遂行できる。現段階では、既に構築した 22種類の
制限言語ルールのうち、次の 12種類の実装を試みた。

6「税金」「子育て」「教育」など文書のテーマに関する情報。

• 一文はできる限り短くしてください。
• 文の中に、括弧書きで長い説明を入れないでくだ
さい。

• 修飾語と被修飾語の関係を明確にしてください。
• 「from」を意味するときは「～から」を使ってく
ださい。「より」は比較のときだけ使用します。

• 1 つの文の中で複数の否定形を使わないでくだ
さい。

• 口語表現の「～になります」表現を避けてくだ
さい。

• 「～という」表現はなるべく省いてください。
• 「ような」、「こと」、「もの」はなるべく省いてく
ださい。

• 「思われる」「考えられる」は必要なとき以外は
省いてください。

• サ変名詞にはなるべく「行う」を付けないでくだ
さい。

• 「～したり、」を使うときは列挙項目すべてに「し
たり」を付けてください。

• サ変名詞をつなげた複合語を避けてください。
また、文書構造に応じたスタイルルールとして、「タ
イトル（title）」要素において、文末を名詞形に統一
するルールを試験的に実装した。
用語検索機能とMT辞書 まず用語検索機能として、
執筆しながら自治体の固有表現や法律・医療などの専
門用語をシームレスに検索・選択できるシステムを実
装予定である。各用語に付与するメタデータをアクセ
スポイントとして検索対象に含めることで、なるべく
漏れなく用語にアクセスできるようにすると同時に、
テンプレートの入力ボックスに応じて、あらかじめ用
語の検索範囲を絞り込むことで検索効率を高める。
また入力ボックスごとに MT 辞書を登録すること

で、高精度の訳し分けを実現する。

5 おわりに
本研究で提案するシステム環境は、MTを使った多

言語展開を見据えて、文書作成工程において執筆者を
支援するものである。文書構造の側から、言語表現を
捉えることで、MTをはじめとした言語処理技術の性
能を最大限に引き出しながら、文書全体の品質を改善
していく点が最大の特徴である。今後の課題としては、
文書構造に応じた制限言語ルールと用語集のチューニ
ングが大きく残されている。また本システムはあくま
でプロトタイプの段階であり、対象文書の拡張や機能・
インタフェースの改善と並行して、各種評価を実施す
ることが必要である。
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図 2: 多言語文書作成支援システムの全体構成
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